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評価者研修、被評価者研修に関するご紹介
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経営環境・労働市場の変化に伴う⼈材マネジメントの複雑化・⾼度化
• ⽇本を取り巻く５つの潮流により、これからの⼈材マネジメントは、さらに複雑化・⾼度化することが予想されます。
• マネジメントサイクルを下⽀えする仕組みである「⼈事評価制度」をうまく活⽤できるかどうかが⼀つの鍵となります。

５つの潮流 想定される懸念事項

 楽観できない経営環境の進⾏・継続
 業績停滞に伴う、社員モチベーション・ロイヤリティの低下

 65歳までの継続雇⽤義務化に伴う“⽣涯賃⾦”の増加
 反⾯、シニア社員の活⽤は不⼗分

 若⼿⼈材の採⽤難が激化

経済縮⼩時代

⽣産年齢⼈⼝の減少

65歳定年時代

監視社会
 SNSの普及により、「企業の悪い噂・情報」は爆発的に拡⼤
 常に誰かに監視されている社会

ダイバーシティ
（多様性の広がり）

 年齢・性別・国籍にとらわれない経営・⼈材マネジメント
 キャリアプラン・ライフプランを含め、価値観も多様化

• ⼈材マネジメントは
さらに複雑化・⾼度化

• マネジメントクラスを
中⼼に、意識変容・
⾏動変⾰が求められる

出所︓⽇本総研作成

⼈材マネジメントを下⽀えする仕組みである「⼈事評価制度」をうまく活⽤することがポイント
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⼈事評価制度とは 〜マネジメントサイクルを下⽀えする仕組み〜
• ⼈事評価制度は、処遇を決めるためだけのツールではなく、⼈と企業の継続的な成⻑を永続的に実現していくため
の「マネジメントサイクルを下⽀えする仕組み」といえます。

• 管理職はこれをうまく活⽤することで、⾃社の成⻑と発展および、組織⽬標の達成に貢献することが求められます。

組織の
視点

評価のさらなる効⽤は、個⼈の意欲、
能⼒向上を促進すること。
また、適材適所に⽣かすこともできる。

個⼈の
視点

マネジメント
サイクル 評価制度

Plan
（計画）

Do
（実⾏）

Check
（評価）

⽬標
の明確化

進捗確認と
軌道修正

期末評価
とフィードバック

• 評価制度は、マネジメントサイクル
を下⽀えする仕組み。

• ⽬標を明確にした上で、その達成
に向けて進捗管理を的確に実施し
ながら、期末には評価結果を本⼈
にフィードバックする。

• このサイクルによって部下⼀⼈ひとり
がレベルアップし、その結果として、
会社全体がレベルアップしていくこと
をねらいとする。

Action
（改善）

社員と会社の
レベルアップ

レベルアップの
ための⽅法

⽬指す姿
（業績向上）

実現を
⽬指す︕

現状

育成

能⼒向上

適材適所

適性活⽤

給与・賞与

納得・意欲

出所︓⽇本総研作成



Copyright (C) 2026 The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.3

評価者研修の全体像
• ⼈事評価制度は「設計したら終わり」ではありません。社員と⼗分にコミュニケーションをとりながら、⼈事制度に込めた

“想い”や社員への期待をしっかりと伝えていくことが不可⽋です。その取り組みとして重要となるのが「評価者研修」です。
• 代表的なプログラムとしては、以下3つがあります。ただし、①〜③はいずれも評価者（管理職）が理解しておくべき
内容であるため、期初・期末などに時期を分け、⼀通り実施するケースが⼀般的です。

出所︓⽇本総研作成

プログラム①
評価の基本・
評価のつけ⽅研修

プログラム②
⽬標管理・マネジメント
の⾼度化研修

プログラム③
フィードバック・⼈材育成
の⾼度化研修

• 「なぜ⼈事評価を⾏うのか」、「評価の重要性」を正しく理解し、評価者としての⼼構えを⾝につける。
• 評価を⾏う際の⽬線合わせを⾏う。
 貴社オリジナルのケーススタディを通じて、実践的に評価項⽬、評価段階の適⽤について確認
 ディスカッションを通じて参加者同⼠の評価のバラつきを少なくし、評価基準のレベル合わせを実施

• 部下と⾯談を⾏う際、適切に⽬標を設定するためのポイントを理解する。
• 来期の計画と組織⽬標、組織⽬標と部下の個⼈⽬標をリンクさせるための⽅法を理解する。
• 期中の進捗管理（PDCA）の⽅法について学び、管理職としてマネジメント⼒を⾼める。

• フィードバックのポイントを知り、実践演習することでフィードバック⾯談の基本を⾝に付ける。
• 他者が⾏っているフィードバックの仕⽅を観察することで、被評価者の⼼情の理解を深める。
• フィードバック⾯談の場だけでなく、⽇頃の部下マネジメントにも活⽤できるコミュニケーション術を学ぶ。
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評価者研修のプログラム（⼀例）
• 前ページで⽰した３つの研修プログラムについて、下表は講義・演習内容の⼀例です。
• このほかにも、貴社オリジナルの構成もご相談可能です。

研修概要種別セクション・ねらい研修名
（前ページ参照）

【セクションⅠ-1】評価の演習
• ケース問題を読解
• 個⼈による⼈事評価を実施

演習「なぜ⼈事評価を⾏うのか」、「評価の重要性」を正しく理解
し、評価者としての⼼構えを⾝につける。

Ⅰプログラム①
評価の基本・
評価のつけ⽅研修

【セクションⅠ-2】⼈事評価の基本
• ⼈事評価の⽬的、評価者の⼼構え
• ⼈事評価のエラーの理解
• 絶対評価と相対評価の違い

講義

【セクションⅡ】評価の⽬線合わせ
• グループ討議／グループ回答の作成
• グループ回答の発表
• 標準的⾒解の共有

演習評価を⾏う際の⽬線合わせを⾏う。Ⅱ

【セクションⅢ-1】管理職に求められるマネジメントサイクル
• ⽬標管理とPDCAの関係性
• ⽬標達成の進め⽅、適切な⽬標を設定する⽅法

講義管理職に求められる「マネジメントとは何か︖」ということから
再確認をした上で、部⾨⽬標の達成に向けて具体的な⽅
策・部下の個別⽬標を⽴案する。

Ⅲプログラム②
⽬標管理・
マネジメントの⾼度化
研修 【セクションⅢ-2】部⾨⽬標の⽴案と個別⽬標への展開

• 部⾨⽬標の再設定と課題の抽出
• ⽬標達成のための具体策⽴案
• 部⾨⽬標から部下の⽬標への展開

演習

【セクションⅣ】フィードバック⾯談演習
• フィードバックのポイントの確認
• Ⅱで⾏った評価を基にフィードバック内容について各⾃検討
• 評価者と被評価者に分かれて評価結果を伝達

演習フィードバック⾯談の基本を⾝につけ、部下に対して⾃信を
持って指導・育成できる準備を整える。

Ⅳプログラム③
フィードバック・
⼈材育成の⾼度化
研修

【セクションⅤ】部下と信頼関係を築くためのコミュニケーション術
• コミュニケーションのポイント理解

講義⽇頃から部下と信頼関係を築くためのコミュニケーション術を
⾝に付ける。

Ⅴ

出所︓⽇本総研作成
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被評価者研修の⽬的、プログラム例
• ⼈事評価制度を通じて⼈事制度に込めた“想い”や社員への期待をしっかりと伝えていくためには、評価者だけでなく、
評価される部下側（被評価者）ともコミュニケーション・研修の場が必要です。

• 下表は、被評価者研修のプログラムの⼀例です。（ご要望に応じて、⼀部カスタマイズも可能です。）

コンテンツ種別セクション・ねらい
 新・⼈事評価制度を導⼊するねらい
 新制度の概要

① 評価制度の体系
② 成果評価・⾏動評価それぞれのポイント
③ 評価シートの記⼊⽅法

講義新しい⼈事評価制度の内容について理解を
深める。新評価制度の理解Ⅰ

 ミニケーススタディ①（個⼈ワーク）演習
 ⼈事評価の⽬的
 ⾃⼰成⻑につなげるための⼈事評価のポイント講義

⼀般的な⼈事評価の考え⽅と、⾃⼰の成⻑に
つなげるためのポイントについて理解する。
また、評価のつけられ⽅を理解する。

⼈事評価に関する
考え⽅の理解Ⅱ  ミニケーススタディ②（グループディスカッション）

 グループ共通⾒解の作成演習

 ミニケーススタディ③（全体発表および解説）
 グループ共通⾒解の発表と、標準的⾒解の解説講義

 ミニワーク①（個⼈ワーク）演習

部⾨⽬標の達成につなげるために、⽬標の適切
な⽴て⽅を理解する。

⽬標設定のポイント
理解Ⅲ

 ⽬標管理とPDCAの関係性
 適切な⽬標設定を⾏うためのポイント講義

 ミニワーク②（グループディスカッション）
 グループ共通⾒解の作成演習

 ミニワーク③（全体発表および解説）
 グループ共通⾒解の発表と、標準的⾒解の解説講義

出所︓⽇本総研作成
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お問い合わせ先

株式会社⽇本総合研究所
リサーチ・コンサルティング部⾨
E-mail:rcdweb@ml.jri.co.jp

【東京】
〒141-0022
東京都品川区東五反⽥2丁⽬18番1号 ⼤崎フォレストビルディング

〒550-0001
⼤阪市⻄区⼟佐堀2丁⽬2番4号 ⼟佐堀ダイビル

【⼤阪】


